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1. 18年 2月期の業績（平成17年 3月 1日～平成18年 2月28日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 2月期       84,989    △1.2       2,577     1.0       1,292   △15.0

17年 2月期       85,980    △8.3       2,551   △38.9       1,521   △45.8

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年 2月期         △809   △68.6         △7.52 －     △8.6      1.7     1.5

17年 2月期       △2,575－         △28.41 －    △28.3     1.9     1.8

(注 )1.期中平均株式数 18年 2月期    107,661,551株 17年 2月期     90,664,509株
2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年 2月期           0.00          0.00          0.00           0     0.0     0.0

17年 2月期           0.00          0.00          0.00           0     0.0     0.0

(注 )18年 2月期期末配当金の内訳 記念配当           0円 00銭 特別配当           0円 00銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 2月期       72,406       9,989     13.8          87.07

17年 2月期       76,077       8,816     11.6          92.77

(注 )1.期末発行済株式数 18年 2月期    114,725,806株 17年 2月期     95,030,460株
2.期末自己株式数 18年 2月期         79,147株         63,035株17年 2月期

2. 19年 2月期の業績予想 （平成18年 3月 1日～平成19年 2月28日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       41,700         400      △1,500          0.00－ －

通 期       85,000       1,500        △800 －           0.00          0.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          △6円 97銭

上 記 の 予 想 は 、 発 表 日 現 在 で 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り ま す 。 実 際 の 業 績 は 、
今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 、 予 想 数 値 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。 な お 、 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項
は 、 添 付 資 料 ８ ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。 （ 注 ） 金 額 表 示 は 百 万 円 未 満 切 捨 て



　　    　　単位：百万円（未満切捨て）

流  動  資  産 １３，７２２ １４，１４６ △ ４２４

現 金 及 び 預 金 ４，５７８ ３，５５８ １，０１９
受 取 手 形 ３６ ５１ △ １４
売 掛 金 ３，８０５ ４，２７４ △ ４６９
有 価 証 券 ３４ １，２４３ △ １，２０８
商 品 ４，２０８ ３，９３８ ２６９
貯 蔵 品 ４ １６ △ １１
前 払 費 用 １７２ １７９ △ ７
未 収 入 金 ８４９ ８７６ △ ２６
そ の 他 の 流 動 資産 ４６ ２３ ２２
貸 倒 引 当 金 △ １６ △ １７ １

固  定  資  産 ５８，６８４ ６１，９３０ △ ３，２４６

有 形 固 定 資 産 ４０，５８９ ４２，１３８ △ １，５４８

建 物 １９，０４４ ２０，０１９ △ ９７５
構 築 物 ９３ １０９ △ １５
車 両 運 搬 具 ０ ０ ０
什 器 備 品 ５９７ ６２４ △ ２６
土 地 ２０，８２０ ２１，３７８ △ ５５８
建 設 仮 勘 定 ３３ ６ ２７

無 形 固 定 資 産 ８５ ７７ ８

ソ フ ト ウ ェ ア ５１ ４２ ８

電 話 加 入 権 ３４ ３４ ０

投資その他の資産 １８，００９ １９，７１５ △ １，７０６

投 資 有 価 証 券 ５５９ ８８２ △ ３２２
関 係 会 社 株 式 ２５０ ８６９ △ ６１８
長 期 貸 付 金 ２８，０２８ ２７，１７７ ８５１
破 産 ・ 更 生 債 権等 ９２ ９０ ２
差 入 保 証 金 ２，３２８ ２，４５２ △ １２４
長 期 前 払 費 用 ６３ ９３ △ ２９
そ の 他 の 投 資 ３５３ ４４７ △ ９４
貸 倒 引 当 金 △ １３，６６６ △ １２，２９７ △ １，３６９

資  産  合  計 ７２，４０６ ７６，０７７ △ ３，６７０

当　　期
(１８．２．２８)

前　　期
(１７．２．２８)

増　　減
（△）科 目

資 産 の 部

貸 借 対 照 表 （ 対 前 期 比 較 ）

－26－



　　    　　　単位：百万円（未満切捨て）

流  動  負　債 ３７，９４４ ３９，４８９ △ １，５４４

支 払 手 形 １，８４６ １，９０５ △ ５９
買 掛 金 ４，４７８ ４，５４４ △ ６６
短 期 借 入 金 １５，４８９ １６，３７６ △ ８８７
１年内返 済長 期借 入金 ５，３１２ ５，６０７ △ ２９５
未 払 金 ５８９ ９２０ △ ３３１
未 払 費 用 ４７ ５０ △ ２
未 払 法 人 税 等 ９７ １７ ８０
未 払 消 費 税 等 １０４ －  １０４
前 受 金 ２５２ ２０６ ４５
商 品 券 ３，５５２ ３，５４２ ９
預 り 金 ５，２７１ ５，７１３ △ ４４２
賞 与 引 当 金 １８４ １５４ ２９
ポ イ ン ト 金 券 引 当 金 ３０１ －  ３０１
設 備 支 払 手 形 ８８ ８１ ６
そ の 他 の 流 動 負債 ３２９ ３６７ △ ３８

固  定  負　債 ２４，４７１ ２７，７７１ △ ３，２９９

長 期 借 入 金 １３，４６２ １６，８７９ △ ３，４１７
繰 延 税 金 負 債 １１ １１ ０
再評価に係る繰延税金負債 ５，４３９ ４，３３５ １，１０４
退 職 給 付 引 当 金 １，１６５ １，２６３ △ ９７
役員退職慰労引当金 ２３３ ２３０ ２
債 務 保 証 引 当 金 ３，９６６ ４，８３０ △ ８６４
預 り 保 証 金 １７２ １７６ △ ４
そ の 他 の 固 定 負債 ２１ ４５ △ ２３

負　債　合　計 ６２，４１６ ６７，２６１ △ ４，８４４

資    本    金 １０，５３２ ９，０２６ １，５０５
資 本 剰 余 金 １１，９０４ １０，４１０ １，４９４

資 本 準 備 金 １１，９０４ １０，４１０ １，４９４

利 益 剰 余 金 △ １８，０７３ △ １７，１２８ △ ９４４

利 益 準 備 金 １，１２７ １，１２７ ０
当期未処理損失 １９，２００ １８，２５５ ９４４

土地再評価差額金 ５，６２４ ６，５０３ △ ８７８

その他有価証券評価差額金 １６ １６ ０

自  己  株  式 △ １４ △ １１ △ ３

資　本　合　計 ９，９８９ ８，８１６ １，１７３

負債・資本合計 ７２，４０６ ７６，０７７ △ ３，６７０

当　　期
(１８．２．２８)

前　　期
(１７．２．２８)

増　　減
（△）科 目

負 債 及 び 資 本 の 部

貸 借 対 照 表 （ 対 前 期 比 較 ）
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単位：百万円（未満切捨て）

　　　　　　 期　別
科　目

営 ％
業 ８４，９８９ ８５，９８０ △ ９９０ ９８.８
損 ６２，８１７ ６３，４５２ △ ６３５ ９９.０
益 ２２，１７２ ２２，５２７ △ ３５５ ９８.４
の １９，５９５ １９，９７６ △ ３８１ ９８.１
部 ２，５７７ ２，５５１ ２６ １０１.０

営
業 １，１７０ １，４３１ △ ２６０ ８１.８
外 ２８２ ２９２ △ ９ ９６.８
損 ８８８ １，１３９ △ ２５０ ７８.０
益 ２，４５５ ２，４６１ △ ５ ９９.８
の １，１４０ １，２７９ △ １３９ ８９.１
部 １，３１４ １，１８１ １３３ １１１.３

１，２９２ １，５２１ △ ２２８ ８５.０

３９ ３２ ７ １２２.５
－  ５ △ ５ －  
－  ２６ △ ２６ －  
３８ ０ ３７ －  

１ －  １ －  

２，０３６ ３，８２２ △ １，７８６ ５３.３
３１１ ５２ ２５８ ５８９.７
１３５ ３１２ △ １７７ ４３.２

－  ７ △ ７ －  
２０ －  ２０ －  
－  １２ △ １２ －  

９ ６０４ △ ５９４ １.６
６０８ －  ６０８ －  

－  １４ △ １４ －  
－  ２６１ △ ２６１ －  

０ －  ０ －  
１ －  １ －  

５９９ １，４３５ △ ８３５ ４１.８
３１２ －  ３１２ －  

３６ １，１２２ △ １，０８５ ３.３

７０３ ２，２６９ △ １，５６５ ３１.０
１５ １７ △ ２ ８８.２
９０ ２８９ △ １９９ ３１.２

８０９ ２，５７５ △ １，７６６ ３１.４

１８，２５５ １５，６３６ ２，６１９ １１６．８
△ １３５ △ ４３ △ ９２ ３１１．２
１９，２００ １８，２５５ ９４４ １０５．２

単位：百万円（未満切捨て）

１９，２００ １８，２５５ ９４４

これを次の通り処理いたします。

１９，２００ １８，２５５ ９４４

当　　期
(17/3～18/2)

前　　期
(16/3～17/2)

増　減（△） 前  期  比

損 益 計 算 書 （ 対 前 期 比 較 ）

固 定 資 産 売 却 損

税 引 前 当 期 純 損 失

前 期 繰 越 損 失

当 期 未 処 理 損 失

経

常

損

益

の

部

子 会 社 株 式 売 却 益

固 定 資 産 除 却 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

特

別

損

益

の

部

売 上 高
売 上 原 価

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

子 会 社 株 式 評 価 損

売 上 総 利 益

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費

受 取 利 息 ・ 配 当 金

そ の 他 の 収 益

支 払 利 息

そ の 他 の 費 用

科　　　　目

次 期 繰 越 損 失

当 期 未 処 理 損 失

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益

当 期 純 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

子 会 社 整 理 損

債 務 保 証 引 当 金 繰 入 額

投 資 有 価 証 券 売 却 損

再 就 職 支 援 費 用

会 員 権 評 価 損

損失処理案(対前期比較)

当　　期
(１７／３～１８／２)

前　　期
(１６／３～１７／２)

増　減（△）

ポ イ ント 金券 引当 金繰 入額

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損

固 定 資 産 売 却 益

退 職 給 付 費 用

関 係 会 社 株 式 評 価 損
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〔重要な会計方針〕

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

　　　　その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

        商　　品　　売価還元法による原価法
        貯 蔵 品　　先入先出法による原価法

３．デリバティブ

　　　　時価法

４．固定資産の減価償却の方法

　　(1)有形固定資産
        定率法
        ただし、建物（建物付属設備を除く）については定額法によっております。
　　　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　 建物及び構築物　　10年～34年
　　　 什器備品(その他)　 ５年～８年
　　(2)無形固定資産
        自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ
        っております。
　　(3)長期前払費用
        定額法

５．繰延資産の処理の方法

        商法社債発行費
社債償還期間（２年）により均等償却
なお、当事業年度において転換社債型新株予約権付社債の権利行使による新
株への転換が全て行われたため、全額償却しております。

６．引当金の計上基準

        貸 倒 引 当 金
売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。

        賞 与 引 当 金
従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上
しております。
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　　　　ポイント金券引当金
ポイント金券の発行に備えるため、当事業年度末におけるポイント残高に対す
る将来の金券発行見積り額のうち費用負担となる原価相当額を計上しておりま
す。
(追加情報）
当社は、ウイズカード会員による売上に対してポイントを付与し、一定のポイント
獲得者からの請求によって、ポイント金券を発行しております。
従来より、当該ポイント金券については、金券の発行時にその発行金額を債務
として認識し費用計上してまいりましたが、これに加え、付与ポイントに対する金
券の発行実績のデータが蓄積され、発行見積り額の合理的な算定が可能となっ
たので、ポイント金券費用をより合理的に認識するため、当事業年度からポイン
ト金券未発行のポイント残高に対しても、将来の金券発行見積り額のうち費用負
担となる原価相当額について費用処理し、ポイント金券引当金を計上することと
いたしました。
これに伴い、前事業年度末におけるポイント残高に対して当事業年度以降に発
行される金券の見積り額の原価相当額312百万円を特別損失に一括計上してお
ります。
この結果、従来の方法と比較して当事業年度の営業利益及び経常利益は11百
万円増加し、また、税引前当期純損失は301百万円増加しております。

        退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しており
ます。
なお、会計基準変更時差異については、１５年による均等額を費用処理しており
ます。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（１３年）による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費用処理しております。
過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（１３年）による定額法により費用処理しております。

        役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しており
ます。

        債務保証引当金
子会社等の財政状況を勘案し、債務超過解消不能見込額を計上しております。

７．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお
ります。

８．ヘッジ会計の方法

　　(1)ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理

　　(2)ヘッジ手段 金利スワップ取引

　　(3)ヘッジ対象 借入金支払利息

　　(4)ヘッジ方針 借入金の金利変動リスクの軽減及び金利
の固定化を目的する取引に限定しており、
投機目的の取引は行っておりません。

　　(5)ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累
計とヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の
累計を比較して有効性の判定を行っており
ます。

９．消費税等の会計処理

        税抜方式を採用しております。
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（追加情報）

1. 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日に
　 公布され、平成16年4月1日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ
   れたことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算
   書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年2月13日企業会計基準委員会実務
 　対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及
   び一般管理費に計上しております。
      この結果、販売費及び一般管理費が82百万円増加し、営業利益及び経常利益は同
   額減少し、また、税引前当期純損失は同額増加しております。

２．当社は、北九州市所在の旧本店パーキングビル用地及び旧本店事務館、別館用地の
　一部（4,440.93㎡　北九州市小倉北区に所在）を、当社と財団法人民間都市開発推進
　機構（以下、民都機構）が北九州市紫川マイタウン・マイリバー事業との共同事業と
　して、駐車場併設商業複合ビル開発を推進するため、平成8年5月に民都機構へ譲渡し
  ております。
　　なお、当該土地は平成10年9月より本店新館（店舗、事務所、駐車場）として、本店
　本館と一体となった事業の用に供しておりますが、平成18年3月29日付で、民都機構よ
　り「土地売買契約に関連した基本合意書に基づく事業実施基本協定書」に基づき、当
　該土地を7,791百万円にて平成18年5月15日までに買取り、支払の完了を請求する旨の
  通知書を受領いたしました。
　　 この通知を受け当社は、平成18年4月14日開催の取締役会において、その必要資金
  である８０億円を金融機関から調達すること、ならびに取得する新館底地等への追加
  担保を設定することを決議いたしました。

〔貸借対照表の注記〕

当        期 前        期
(18.2.28) (17.2.28)

１．有形固定資産の減価償却累計額 26,939 百万円 25,495百万円

２．保証債務 8,955 百万円 10,042百万円
(うち保証予約） (― 百万円)  (71百万円)

３．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の
　　土地の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しております。

　　　・再評価の方法・・・　 土地再評価に関する法律施行令（平成１０年
３月３１日公布政令第１１９号）第２条第５号に
定める不動産鑑定士による鑑定評価に基づ
いて算出

　　　・再評価を行った年月日 平成１３年２月２８日
　　　・再評価を行った土地の当期末における
　　　　時価と再評価後の帳簿価額との差額 △7,781 百万円
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〔リース取引関係〕
有価証券報告書にてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。

〔有価証券関係〕

当期及び前期において
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

〔当期中の発行済株式数の増加内訳〕

株 円 千円 千円

資本準備金
増　加　額

平成17年8月3日 新株予約権の行使 7,807,417 153.7

平成17年7月7日 新株予約権の行使 6,591,957 500,988 499,011

601,171 598,828

151,394 148,605

252,324 247,675平成17年6月8日 新株予約権の行使 3,320,053 150.6

平成17年5月30日 新株予約権の行使 1,992,031

発行年月日 発行形態 発行株式数 資本金増加額発行価格

151.7

150.6
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〔税効果会計関係〕

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当      期
　　（繰延税金資産） (18.2.28)

賞与引当金 75 百万円
債務保証引当金否認額 1,586
貸倒引当金損金算入限度超過額 5,458
退職給付引当金 416
関係会社株式評価損否認額 1,303
ポイント金券引当金 120
役員退職慰労引当金否認額 93
その他 161

　　繰延税金資産小計 9,215
評価性引当額 △ 9,215

　　繰延税金資産合計 －
　　（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △ 11 百万円
　　繰延税金負債合計 △ 11
　　差引繰延税金負債 △ 11 百万円

　 率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため記載しておりません。

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
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 品  目  別  売  上  高  表 （対  前  期  比  較）

単位：百万円（未満切捨て）

期  別 当          期 前          期
増        減（△）

（１７／３～１８／２） （１６／３～１７／２）

 区  分 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額 前 期 比

衣 紳 士 服 ・洋 品 ６,９２２ ８.２％ ６,９１０ ８.１％   １２ １００.２％

婦 人 服 ・洋 品 ２０,１１９ ２３.６ ２０,３２０ ２３.６ △ ２０１ ９９.０

料 子 供 服 ・洋 品 ２,８５９ ３.４ ３,２１５ ３.７ △ ３５６ ８８.９

そ の 他 衣 料 品 ２,６３２ ３.１ ２,７６０ ３.２ △ １２８ ９５.４

品 計 ３２,５３２ ３８.３ ３３,２０６ ３８.６ △ ６７３ ９８.０

身  　回  　品 １３,５９５ １６.０ １３,６０２ １５.８ △ ７ ９９.９

雑          貨 ８,２１７ ９.７ ８,４０９ ９.８ △ １９２ ９７.７

家 家 具 ９５０ １.１ １,０４８ １.３ △ ９７ ９０.７

庭 家 電 ２５４ ０.３ ２９０ ０.３ △ ３６ ８７.５

用 その他家庭用品 ３,５２４ ４.２ ３,７８８ ４.４ △ ２６４ ９３.０

品 計 ４,７２９ ５.６ ５,１２７ ６.０ △ ３９８ ９２.２

食    料    品 １８,７３３ ２２.０ １８,３９２ ２１.４   ３４０ １０１.９

食 堂 ・ 喫 茶 ２,７５０ ３.２ ２,７１９ ３.２   ３０ １０１.１

サ  ー  ビ  ス ４８９ ０.６ ４７２ ０.５   １７ １０３.７

そ  　の　  他 ３,９４１ ４.６ ４,０４８ ４.７ △ １０７ ９７.４

合     計 ８４,９８９ １００.０ ８５,９８０ １００.０ △ ９９０ ９８.８

 (注）平成16年9月に新営業システムを導入したことに伴い、商品分類区分の変更を一部行っており、
　    前期の実績は当期に合わせて組み替えて表示しております。
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役 員 の 異 動 
 
 
平成１８年５月２５日付 
 
 
１．新任取締役候補 

該当はございません。 
 
 

２．退任予定取締役 
取 締 役 手 島  正 之 

[現：株式会社井筒屋外商サービス代表取締役社長] 

 
 

３．取締役の地位の変更 
代 表 取 締 役 江 本  幸 二 

[現：常務取締役 本店長 兼 株式会社井筒屋ファッションサービス代表取締役社長] 

 
取 締 役 河 内  一 彦 

[現：専務取締役 営業部門統括] 

 
 
４．新任監査役候補 

監査役 （非常勤） 鈴 木  元 
[現：株式会社福岡銀行 常務取締役] 

※ 尚、鈴木元氏は社外監査役の要件をみたしております。 
 
 
５．退任予定監査役 

監査役 （非常勤） 中 村  一 利 
 
 

６．執行役員候補 
会 長 執 行 役 員 中 村  眞 人 

[現：代表取締役社長] 

 
社 長 執 行 役 員 江 本  幸 二 

[現：常務取締役 本店長 兼 株式会社井筒屋ファッションサービス代表取締役社長] 

 
専 務 執 行 役 員 山 口  正 

[経営戦略室長 兼 博多プロジェクト委員会委員長] 
[現：常務取締役 経営戦略室長 兼 社長室長 兼 コンプライアンス室長 兼 博多プロジェクト
委員会担当] 

 
専 務 執 行 役 員 松 尾  重 治 

[商品統括室長] 
[現：取締役 株式会社久留米井筒屋代表取締役社長] 
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常 務 執 行 役 員 藤 﨑  利 之 
[周辺開発室長] 
[現：取締役 周辺開発室長] 

 
常 務 執 行 役 員 上 田  正 路 

[経理センター長] 
[現：取締役 経理センター長 兼 業務監査室長] 

 
常 務 執 行 役 員 江 渕  泰 生 

[本店長] 
[現：取締役 商品統括室長 兼 井筒屋商事株式会社代表取締役社長] 

 
常 務 執 行 役 員 竹 下  弘 隆 

[黒崎店長] 
[現：執行役員 黒崎店長] 

 
執 行 役 員 河 内  一 彦 

[株式会社井筒屋外商サービス 代表取締役社長] 
[現：代表取締役専務 営業部門統括] 

 
執 行 役 員 秋 重  考 志 

[経営戦略室次長 兼 益率向上委員会委員長 兼 情報システム担当 
兼 物流担当] 
[現：取締役 経営戦略室次長 兼 営業政策、情報システム、物流担当] 

 
執 行 役 員 手 島  正 之 

[井筒屋商事株式会社 代表取締役社長] 
[現：取締役 株式会社井筒屋外商サービス代表取締役社長] 

 
執 行 役 員 入 江  壮 行 

[総務センター長 兼 人財開発センター長] 
[現：執行役員 総務センター長 兼 人財開発センター長] 

 
執 行 役 員 菊 本  泰 彦 

[経営戦略室次長 兼 経営資源構造改革部ゼネラルマネージャー] 
[現：執行役員 経営戦略室次長 兼 経営資源構造改革担当] 

 
執 行 役 員 有 田  實 

[商品統括室次長 本店担当 兼 商品政策部ゼネラルマネージャー] 
[現：執行役員 商品統括室次長 本店担当 兼 商品政策担当] 

 
執 行 役 員 二 村  弘 志 

[本店次長] 
[現：執行役員 本店次長] 

 
執行役員 （新任） 梅 谷  和 道 

[コンプライアンス室長 兼 法務部ゼネラルマネージャー] 
[現：法務部ゼネラルマネージャー] 

 
執行役員 （新任） 中 原  保 久 

[株式会社井筒屋ファッションサービス 代表取締役社長] 
[現：株式会社井筒屋ファッションサービス代表取締役専務] 
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執行役員 （新任） 久 保  秀 樹 
[商品統括室次長 黒崎店担当 兼 黒崎店次長] 
[現：商品統括室次長 黒崎店担当 兼 黒崎店次長] 

 
執行役員（新任） 影 山  英 雄 

[社長室長 兼 グループ統括室次長] 
[現：社長室ゼネラルマネージャー] 

 
 

７．その他 
特別顧問（非常勤） 木 原  文 吾 

[現：相談役] 

 
※尚、当社代表取締役の異動ならびに取締役、執行役員の異動につきましては、平成１８年４月１４日

に「代表取締役ならびに役員の異動に関するお知らせ」として情報を開示いたしております。 
 
 
８．グループ店人事 

㈱久留米井筒屋（平成 18 年５月 31 日付） 
取 締 役 会 長 松 尾  重 治 

[現：代表取締役社長] 

代表取締役社長 井 上  雄 二 
[現：常務取締役] 

 
㈱飯塚井筒屋（平成 18 年５月 23 日付） 
代表取締役社長 久 保  惠 一 

[現：常務取締役] 

 
※ 尚、㈱久留米井筒屋 現 代表取締役社長の松尾重治氏は、代表取締役に就任しない予定。 

また、㈱飯塚井筒屋 現 代表取締役社長の井上信房氏は、取締役を退任し、相談役に就任予
定。 

 
 

以 上 


